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■2008年〜2016年
「生活者としての外国人」のための日本語教育事業 受託

■2018年〜2019年
日本語教育人材養成・研修カリキュラム（生活者）等開発事業 受託

■2020年〜
「生活者としての外国人」に対する日本語教師【初任】研修 普及事業 受託

インターカルト日本語学校

1977年〜 日本語教育事業
1978年〜 日本語教師養成事業

2008年、東京下町に校舎移転

地域に根付くために生活者の
ための日本語教育を事業開始

地域のお母さんの
ための日本語教室



（１）研修の実施内容

●対象
日本語教師養成研修（420単位時間以上）修了
大学の日本語教師養成課程修了
日本語教育能力検定試験合格、またはそれと同等の能力を有する者で、

「生活者としての外国人」に対する日本語教育分野における日本語教育歴が0〜3年程度の者。

●研修により育成したい人材の資質・能力

生活者としての外国人に対する日本語教育人材に求められる
「地域日本語教室で日本語を教える際の姿勢」
「多文化共生に関する知識」
多様なニーズに対応するための
「臨機応変に対応できる知識と技能」
「コロナ禍でも継続的に生活支援、学習支援をするためのICTの知識」



2022年度研修の詳細

●2022年度 研修

「生活者としての外国人」
に対する日本語教師
【初任】研修

全９０時間
（ライブ研修＋課題）

＋

担当講師育成研修

研修の全体構成



北海道

17%
東北

2%

関東

36%
中部

14%

近畿

11%

中国・

四国

7%

九州

8%

沖縄 5%

国際交流協会等

19%

ボランティア

日本語教室

等

20%日本語学校・小学校・

専門学校・大学

29%

その他

32%

●受講生の属性（2021年度：104名）

【居住地】 【所属】
〈その他〉
会社員・大学生・フリーランス
・自営・寺・教会・無職・・・



●全国各地域のさまざまな機関（ブロック）との連携体制による研修の企画・運営

【北海道】一般社団法人北海道日本語センター 2021・2022

【東北】 一般社団法人ふくしま多言語フォーラム 2020 ・2022

福島インターカルトサテライト 2021・2022

公益財団法人福島県国際交流協会 2021

蓬莱日本語教室 2021・2022

【関東】 インターカルト日本語教員養成研究所 2020・2021・2022

【東海】 Semiosis株式会社 2020・2021・2022

【中国】 周南公立大学内インターカルトサテライト 2022

【九州】 学校法人久留米ゼミナール日本語学科 2020・2021

【沖縄】 国際言語文化センター附属日本語学校 2020・2021



●2021年度 ワークショップ
空白地域 地域防災

2022年度も
テーマ継続



●ポータルサイトの制作



研修の効果・成果

さまざまな地域・分野で実際に活躍
している専門家からの具体的な活動
事例や課題の情報

全国から参加している受講生同士の
情報交換や協業を通した学び合い

ICTの進化や活用によって広がる、
研修企画側の連携、地域を超えた
受講生同士の学び合い、学習者の学
びの機会拡大の可能性の体験

 地域日本語教育の特性に気づく

 日本語教育の専門知識や他の分野
（留学や就労など）での授業経験以
外に必要なことがあることを知る

 他の受講生との学び合いから新たな
気付きを得る

 地域ブロックで行われる活動から、
自らの地域を見つめ直す機会を得る

 地域日本語教育の深さ、おもしろさ
を発見する

 日本語教師としての活躍の場として
の地域日本語教育での可能性を知る研修修了後の「必要とされる場」

への明らかな道筋は見えない



（２）人材育成・確保における課題

■地域日本語教育人材の「育成」

◯誰が（どこが）育成を担うのか
◯育成されるべき人、つまり地域日本語教育人材を目指す次世代の人材は十分に
いるのか（「ボランティア≠プロの日本語教師→有償」の仕組みはできるのか）
◯地域の日本語教育はボランティアが、という風潮や方針は払拭できるのか

■地域日本語教育人材の「配置」

◯地域日本語教育人材とは、日本語教師、地域日本語教育コーディネーター、日本語
学習支援者すべてを指すと考える
それらの配置以前の問題として、連携するべきそれらの育成が別々に行われている

■地域日本語教育人材の「確保」

◯確保の仕組みが見えない
確保とは、育成した人材を的確に活用する仕組みではないか



（３）地域日本語教育の人材育成・確保に必要なこと

 研修修了生を採用・配置につなげる仕組みが必要

 現在行われている「生活者初任」「日本語学習支援者」「地域日本語教育コーディ
ネーター」研修それぞれの連携、全体として見た上でのゴールに向けてのデザイン
が必要

 地域日本語教育のグランドデザインが必要
それぞれの研修修了生が、それぞれの地域で連携・協力し合える仕組みが必要

 日本語教育人材の育成では、オンラインと対面を組み合わせた研修の開発が必要
コロナでストップしているOJT（対面）の機会の再会を待つ

 地域日本語教育の充実のために、オンラインによる日本語教育の活用は不可欠
特に日本語教育の空白地域はそれによって充実度が格段に上がる
デジタルネイティブ世代との過渡期にある今、そのための教師研修も必要
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